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令和4年度答申第1号 

答     申 

 

第１ 審査会の結論 

市川町長（以下、「実施機関」という。）がした公文書不存在を理由とする公

文書不開示決定処分は妥当である。 

 

第２ 諮問事案の概要 

 １ 公文書の開示請求 

(1) 審査請求人は、実施機関に対し、市川町情報公開条例（平成12年条例第2

4号。以下「条例」という。）第６条第１項の規定により、令和４年５月６日

付けで、次のとおり公文書開示請求をした。 

(2) 本件開示請求の内容 

 ○年○月～○○勤務 ○○ セクハラによる処分事案に係る記録（処分に至

っていない場合は、その経緯も含む） 

 

２ 本件開示請求に対する実施機関の処分 

令和４年５月６日付けで、開示請求にかかる公文書不存在のため条例第11条

第２項の規定に基づく公文書不開示決定をした（以下「本件処分」という。）。 

 

３ 異議申立 

 審査請求人は、本件処分を不服として、令和４年６月17日付けで実施機関に

対し、異議申立をした。なお、この異議申立は公文書不開示決定書に記載の教示

に基づいて行われたものである。 

(1) 異議申立の趣旨  本件処分の取り消しを求める。 

(2) 異議申立の理由  セクハラ事案（以下「事案」という。）は存在してい

るため、処分記録はなくとも経緯を記録した文書は存在していると考えるのが

相当であり、開示できる部分については開示義務があるため。 

 

４ 異議申立への回答 
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 実施機関は、令和４年７月８日付けで回答書を送付した。 

(1) 回答の内容  開示請求にかかる公文書不存在のため、異議申立を棄却（以

下、「棄却処分」という。）する。 

 

５ 審査請求 

 審査請求人は、棄却処分を不服として、令和４年10月４日付けで実施機関に

対し審査請求（以下「本件審査請求」という。）をした。 

 

６ 諮問 

 実施機関は、令和４年12月８日付けで、本件審査請求について、審査会に諮問

した。 

 

第３ 審査請求人の主張要旨 

１ 審査請求の趣旨 

 棄却処分の取消しを求める。 

２ 審査請求の理由等 

 審査請求の理由は、審査請求書、反論書、意見陳述によれば、概ね以下のとお

りである。 

(1) ○○年当時市川町○○に○○氏が勤務していたこと、当人が事案を起こし

たこと、被害職員から相談を受けたこと、○○が事案に対処したことは事実

である。 

(2) (1)の記録が全く存在していないことに不信感が募る。 

(3) ○○氏は○年○月に異動となっているが、これは、セクハラに対する懲戒処分とし

ての異動であったのではないか。仮にそうだとすると、何らかの記録が残っているので

はないかと考えられる。 

(4) 開示請求から審査請求において審査請求人は公文書の名称を把握できてい

ないため、教示をお願いする。 

 

第４ 実施機関の主張要旨 

 弁明書、意見聴取によると概ね次のとおりである。 
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１ 棄却処分について 

審査請求人から本件公文書の開示請求があったため、当時の○○の上司に聴

き取り調査をした結果、被害職員から相談を受けた事実は確認した。所属にお

いて加害者に口頭注意し、被害職員に謝罪するよう指導した。その後、被害職員

からの訴えはなかった。なお、被害職員から「市川町職員のハラスメントの防止

等に関する要綱」による相談申込書の提出はなく、同要綱に従った対応はして

いない。よって、本件に関し、開示請求の対象となる公文書は作成していない。 

 また、○○氏の異動については、事案とは関係のない職員の異動に伴う配置

換えであり、事案を原因とした処分ではない。なお、事案は○年○月に発生した

が、異動の時期は○年○月であった。 

 以上のことから、本件開示請求にかかる公文書は存在していない。 

 

第５ 審査会の判断 

１ 審議の経過 

 本件審査請求は、令和４年12月８日に審査会に諮問された。 

 審査会は、令和４年12月19日から令和５年２月９日まで、２回の審議を行った。 

 

２ 審査会の判断 

審査会は、審査請求人の審査請求書、反論書及び意見陳述並びに実施機関の弁

明書及び意見陳述における主張を具体的に検討した結果、以下のように判断す

る。 

セクハラによる処分事案に係る公文書について 

実施機関は、当時、○○の上司が被害職員から相談を受け、加害者に事実確認

を行い口頭で注意した。その後、被害職員に謝罪させ、それ以降は被害職員から

の相談はなかった。 

また、被害職員から苦情相談窓口への相談申込書等の提出などもなかったた

め、「市川町職員のハラスメントの防止等に関する要綱」に従った対応はしなか

った。 

そのため、本件に関し、開示請求の対象となる公文書は作成していないとの

ことであった。 
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このことから、実施機関はセクハラ事案に対し必要な措置を講じ、解決した

と判断したため文書を作成しなかったと推察される。 

よって、本件開示請求にかかる公文書は存在しないと考えることが合理的で

ある。 

  

３ 結論 

 以上のことから、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 


